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序 文
　欧米社会は契約社会である。売買，労使協約，建設工事，各種協定等すべ
て契約が基本となる。日常の海外関連業務に於て，最も普遍的で重要な事項
である。然るにその用語は法律語が多く，書式は英語の古文なので，我々日
本人には馴染にくいものにみえる。ところが実際は，一旦理解すれば他は大
同小異なので極めて分り易いものである。筆者はカナケのエンジニヤとして
契約関係の教育を受け，又帰国後は米国総合建設会社の東京事務所副支配人
として，トヨタ，日産，ホンダ，松下電器，シャープ，協和発酵等の海外進
出に協力して来た。その経験と契約書類の実例を示し，なるべく分り易い様
に解説を加えた。又日本では，建設工事の見積や契約は，lump　sum方式
（総額契約方式と言って，建設費用全額に対して何パーセントの手数料とす
る方式）だけが行われて来たので，数年前までは大建設会社でさえ他の数多
くの契約方式に対する認識が少なかった。それで此処では契約の種類を列挙
し，各々の特徴を説明した。それから契約書の最も重要な部分であるコスト
について，各会社の会計方式や費目の分類によってコストが変ってくる事に
ふれた。最後に契約と関連して欧米のエンジニヤ制度を簡単に紹介した。
　国際業務に関連する諸氏や学生諸君の参考と理解の一助となれば幸である。
又秘書，通訳，英文タイピスト，ワードプロセッサー等は女性の職業分野で
あるが，この様な職業を目ざす女性にとっても，将来何かの役に立つ事を期
待する次第である。
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1．契約の意義
　契約とはウエブスター英英大辞典によれば，“An　agreement　or　covenant
between　two　or　more　persons，in　which　each　party　binds　himself　to
do　or　forbear　some　act　and　each　acquires　a　right　to　what　the　other
promises。”　（契約とは，2人又はそれ以上の人が各々或る行為か又は行為
の禁止によって自分を拘束し，又各々が相手の約束した事に対する権利を獲
得する様な合意又は誓約）と定義されている。合意は契約より広い概念で法
律に規制されない合意も存在する。合意は契約の意味にも用いられる。添付
資料（1）は合意で，資料（2）は契約である。その書式の相異に注意されたい。
2．公式契約書の構成
　契約の意味は前項で述べた如くであるが，公式契約書は次の5つの条件を
満足しなければならない。
　1）契約書が法定の書式を満足する事。　（契約書の書式の項で詳述する。）
勿論署名と捺印が必要である。
　2）合法的内容の契約である事。契約事項が違法であれば，契約として成
立しない。
　3）当事者が2人以上居る事，契約の履行を可能にし得る当事者が存在す
る事。
　4）約因（Consideration）
　ウエブスター英英大辞典によれば，“Consideration”とは“the　reason
which　moves　a　contracting・party　to　enter　into　an　agreement，the
material　cause　of　a　cantract，In　all　contracts，each　party　gives　or
does　something　in　exchange　for　whathe　receives：’．即ち約因とは当事
者を動かして合意に導く様な理由，契約の実質的理由，すべての契約に於て
各当事者は自分の受け取るものの代償として，何かを与えるか何かの行為を
一168一
する。”と書いてある。その根底にあるのは，相手を束縛するには自分も犠
牲を払わねばならないとする“公平”の思想で，逆に自分が束縛されれば，
相手もそれ相応の犠牲を払うべきであるとする考え方である。これは欧米の
根本思想で，何か相手に有益な行為をすれば，必ずその対価を要求し，無料
サービスや善意は不合理と考える。契約書に書いてある事は，give　and　take
が約束されているので法的拘束が成立し，必ず実行しなければならないが，
書いてない事をするのは善意と解釈せず契約違反というとらえ方をする。国
際事業に於て我々日本人は欧米流のこの考え方を余りに物質主義的と思うか
も知れないが，これが国際通念である。
　5）同意
　上記の契約に於ける公平，対等や合理性は両当事者の合意によって立証さ
れ確立される。
　契約が成立するためには以上の5項目が不可欠の条件である。両当事者が
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　『契約内容に満足し同意し署名すれば契約は法的拘束力を発揮する。契約書の
内容が理解出来なかったとか誤解していたという事は契約不履行の理由とし
て認められない。又契約書作成に際しては如何に自分の立場を有利にするか
が重点とされるのが実状であるから，契約書の署名は慎重を要するのは，ど
この国でも通用する事である。
3．略式の契約
　物品の購入，緊急の工事等納期の都合で事を迅速に運ぶ必要がある時は，
・正式の契約締結を待って居られない。この際は将来正式の契約を結ぶ事を前
提として契約内容の概要を記して両当事者が署名すれば，契約と同様な効力
を生ずる。これがいわゆる仮契約書（Letter　of　intent）である。資料（3）を
参考とされたい。又本契約の特殊条件の具体的細目等を記載した手紙2通を
一方が相手方に送付し，1通の末尾に「上記につき了承同意した」等の文章
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を記し，それが署名返送された場合は，やはり契約書と同様な効力を発する。
これがSide　letterと称せられるもので，略式契約の1つで購入注文書に
よく用いられる。
4．契約書の書式
　契約書は発注者か又は提案者が作成するのが普通である。書式は各国の習
慣や法律によって相違があろうが，国際間の契約は殆んど英文で次の様な順
序と構成になっている。
　1）表題
　2）前文，日付，当事者
　3）説明条項
　4）本文，　（定義条項，一般条件，特殊条件）
　5）最終部，末尾文章，署名，捺印
以下，順を追って契約書式について詳述する。
　1）表題
　資料（2〉の表題は“STANDARD　FIXED　COMMISSION　CONRACT”
であるが表題が何であっても契約内容が一見して分る様になっていればよい
ので法的規制は無く，表題の如何によって契約が影響を受ける事はない。
　2）前文
　資料（1）と（2）の最初の部分を見て頂きたい。契約書の方は第1行目から第5
行目までに契約締結の日付，当事者，その住所等が古めかしい英文で記して
ある。これが契約書のきまり文旬で資料（1）にこの部分がないのは，単なる合
意で契約書ではないからである。前文“THIS　CONTRACT　WITNESSE．
TH”とは“この契約書は次の事を証明する”の意である。又“hereinafter
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called”といふのは，続く文章中，長い名称の反復を避けるために略号や代
名詞を使う事を定義したもので，日本の公文書の「以下甲という……」　「以
下乙という」に相当する。次に資料（2）の第5行目　WITNESSETH：Owner
and　A，for　the　considerations，herein　after　named，hereby　agree　as
follow：　（施主とAは下に示す約因のために，下記の通り同意する），又は
Whereasがつく場合は，“NOW　THEREFORE，it　is　agreed　as　f・ll・w”
（したがって此処に下記の如く同意された）というきまり文句がつく。
　3）説明条項（WHEREAS　CLAUSE）
　説明条項は通常WHEREASという書き出しで始まるので，WHEREAS
CLAUSEと呼ばれ，契約当事者が契約締結に至った経緯や契約の目的につ
いて説明するもので，格別の法的効力を有しない。従って出来るだけ簡単に
書くか省略してもよい。資料（2）の場合は省略されている。契約書の最初の部
分は，今までの説明を総合した全文“何月何日，甲と乙との間に交された契
約は，以下に示した約因のために，下記の如く同意した事を証明する”で始
まる。そしていよいよ本文に入って行く。
　4）本文
　本文は契約の内容で，最も重要な部分である。先づ語句の定義条項から始
まる場合が多い。そして本文はすべての契約書に共通な一般条件と，各契約
に特有な特殊条件とから構成されているが，最も重要な部分なので，次章に
詳述する。
　5）最終部
　契約書の本文が終るといよいよ締めくくりの文章が始まる。資料（2〉に示さ
れる如く，末尾の文章は通常　“IN　WITNEES　WHERE　OF（その証と
して）という書き出しで始まる。その次の文章は捺印証書であるかないか
（SEAL　されるかどうか）によって若干異る“SEAL”とは，個人の場合
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は署名のあとに小円形の色紙（小豆色，赤など）を貼ったり，アメリカの場
合は“SEAL”と書く事もある。会社や法人の場合はその社印を捺す。会社
や法人はこの社印を登記して置く事が義務づけられている。これは日本の
“株式会社代表取締役社長の印”に相当する。捺印証書でない（SEAL　さ
れない）契約書の場合は“IN　WITNESS　WEREOF　the　parties　have
executedthisc・ntractinduplicatebytheirdulyauth・rizedreprese－
ntatives　as　of　the　date　above　written”（その証として両当事者は最初に
記した日付を以て，契約の権限を有する両当事者代表により2通の契約書を
作成するものである）という文章で終る。
　捺印証書の場合は“IN　WITNESS　WHEREOF，the　parties　here
executedthisc・ntractbycausingtheircorporatesealst・hereunt。
fixedanddulyattested，andtherepresentst・besignedbyduly
authorized　representatives　this一，day　of　r1984．”（その証として正
真正銘の社印を捺し，契約の権限を有する代表が証書に署名して契約を完成
するものである）という様な文章でしめくくる。因みにexecuteとは，署
名捺印する事によって契約書を完成させる事を言う。
　署名
　署名は両当事者が行うのが普通であるが，契約当事者の代理人によって署
名される場合は，代理人の署名である事が明示され，更にその証人を立てる
場合がある。例えば，Signed　for　and　on　behalf　of（契約当事者の名前〉
by（代理人の名前），his　duly　authorized　attomey　in　the　presence　of
（証人の名前）の様な文章になる。
5．契約書に共通する一般条件
　以上契約書の書式，特に形式上重要な最初と最後の文章について説明した。
然し重要なのは契約書の内容である。内容はどの契約書にも共通な，一般条
件（General　condition）と，各個々の契約に特有な特殊条件（Special　con一
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tition〉とから成っている。一般条件は法律的色彩の強い事項を含み，特殊条
件は，物品の仕様とか金額とか，その契約に特殊な事項を含む。そして，内
容の少い場合は，一般及び特殊条件をまとめて一つの契約書に網羅するが，
内容が複雑になると，特殊条件を分離して，一般条件だけをまとめた本契約
書の追補とするのが普通である。又どの契約にも共通な本契約書を一旦作成
すれば，各個々の契約に特別な事項だけまとめて追補すればよいので繁雑な
書類作成の労力が半減し便利である。次の章で一般条件だけの本契約書につ
いて，その項目と内容を典形的実例について詳述する。先づ資料（2〉は一般及
び特殊条件を総合したものであるが，資料（2）を分析して一般条件と特殊条件
の差異の概念を把握しよう。
　資料（2）の一般条項（すべての契約書に共通な事項）は次の如くである。
第5項：天災地変戦争等不可抗力による契約不履行責任免除，第6項：仕事
の変更に関する事項，第11項：検収，第12項：物品や仕事に対する保証
第13項：保険，第14項：正当な理由なくして仕事が停滞した場合契約取消の
条項，第15項：紛争解決方法，第16項：契約事項の第三者への委譲，などで
ある。
資料（2〉の特殊条件に属する項目は，第1項：仕事の範囲，第2項：施主の支
給材，第3項：施主代表の現場駐在，第4項：完成に要する時日，第7項：
金額，第8項：建設費用の詳細，第9項：業者が施主を代表し，競争入札に
よる物品購入，下請業者選定，第10項：金額支払条件，等である。要約すれ
ば，第10項までが特殊条件，それ以後が一般条件に大別される。
　資料（4〉は，典型的一般条件をまとめたよい例であるので，これについて説
明する。すべての契約書に共通する代表的条項で，きまり文句で記述されて
あるからこれを一度理解すれば大変便利である。資料（4）を参照されたい。
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　1）言葉の定義
　続く条文の解釈の相違や，それによる紛争を未然に防止するために言葉の
意義を規定している。7番目の“Requisition”が既述の別冊の特殊条件に相
当する。
　2）使用する国語
　これはすべての文書やコミュニケーションに使用される言葉の種類を規定
している。殆んどの場合，国際業務では英語が使用される。
　3〉契約書類
　注文書，一般条件，特殊条件，見積書，荷造及び輸送指示書など，契約に
関連するすべての文書が列挙されている。
　4）契約金額
　資料（2）の第7項目に相当する条項で，契約の中心となる重要事項である。
この例ではインフレーション，平価切下げ，再評価により契約金額は変更さ
れないと規定している。
5〉納期
納期が遅延した場合は，契約破棄が出来て，損害は業者負担と規定してい
る。
　さて，購入品によって発生する買手に対する売手の損害賠償の問題は両者
にとって非常に重要な事項である。次の第6及び第7項目は，損害賠償の成
立する場合を2つの条項に大別し詳細に記している。第6項目は購入品その
ものにより発生する損害賠償，第7項目はその物品の使用によって発生する
賠償条項である。
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　6）　賠償責任
　クレーム，紛失，欠陥，賠償責任，法律相談の費用はすべて販売業者が責
任を負う。
7）　特許等の侵害
特許権商標等の侵害によって発生する損害賠償を規定している。
　8）保証
　これは品物に対する，設計，材料，施工銘関し欠陥があってはならないと
規定している。保証期間は，その品物を使用し始めて12ヶ月以内，又は出荷
してから24ヶ月以内とするのが普通である。もし欠陥が生ずればそのを引き
取って修理するか，欠陥のない新品と交換するかして保証条項を遵守しなけ
ればならない。必要なすべての費用は業者負担となる。
　9）検収
　購入者はいつでも業者に品物の検査を命じたり，工場に立ち入って検査に
立ち会う権利のあることを記述している。そしてその費用はすべて業者負担
となっている。又購入者が検査に立ち会ったからと言って，その品物に対す
る売手の責任が消滅するものでないことを規定している。
10）　促進
業者は製作を促進し，又下請の仕事遅延がないように督促すべき事を規定
している。
　11）　業者提出書類
　業者は，購入者の要求があれば，仕様書，図面，製作，出荷状況や検査報
告書，成分分析表等の，承認を受けるため又は情報提供のために必要部数を
航空便で提出しなければならない。
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12）　合法性
業者の収める物品は，顧客の国の法律に適合したものでなければならない。
13）　貿易用語の解釈
貿易上の用語の解釈は，貿易用語国際規則（INCOTERMS）による。
　14）　見積用書類の返却
　施主が業者に貸与する書類による情報や技術的データを業者は第3者に漏
洩したり，そのコピーを取る事は許されない。そして必要あれば秘密保持の
契約を結ばなければならない。実際問題として外国では社員がやめて行くの
は日常の事で，秘密保持契約を結んでも退職して行く社員まで拘東出来るか
どうか疑問である。
　15）　所有権の移動
　品物の所有権の移転について規定している。FOB，C　I　F，工場渡し，
又現場渡し等契約によって品物の所有権が業者から購入者に移転される。
保険料の支払いも所有権が移転される場所を境として，業者から購入者に移
転するので注意を要する。
16）　契約の委譲
契約によって生じた義務や権利を施主の同意無しで第三者に委譲してはな
らないとする条項である。
　17〉　契約取消し
　業者が契約条項に違反したり，破産や差押えを受けた場合は購入者は契約
を取消すことが出来る。そして取消された場合その半製品等の処置について
の支払いと整理について規定している。
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　18）　不可抗力
　これは不可抗力による契約不履行責任免除の規定である。その不可抗力と
は天災，つまり地震，洪水，火災，爆発や人民の敵による行動即ち暴動戦争
等や法律の改変，徴発没収等を言う。実際間題として悪天候が納期遅延の口
実とされる場合が多いので注意を要する。これはすべての契約に記載される
最も普遍的な条項である。
　19）　紛争の解決
　この契約の有効性や両当事者の法的関連を支配するのはスイスの法律であ
るとしている。然し日本企業が発行する契約書では最近では日本の法律とな
っていることが多い。紛争発生の場合，スイスのジュネーブで国際商工会議
所の商業調停規則にかけ，その裁決に従わねばならないとしている。アメリ
カの契約書を見るとAAA（American　Arbitration　Association）となって
居り，日本の契約書では（Intemational　Commercial　Arbitration　Associ．
ation　in　Tokyo）東京の国際商業調停協会の裁決に従う様になっている。各
々自国の調停に頼って有利な裁決を得んとする意向が明白である。
6．工事契約の種類，意義，長所及び欠点
　以上，契約の意義，契約の書式と，契約のきまり文句となっている条項即
ち，契約の共通部分について説明した。次に契約の特殊な部分，即ち契約の
種類について説明する。最も多種多彩で又国際事業に最も必要なのは建設工
事の契約である。日本の契約方式は昔から，建設費に対する何割の手数料と
いう総額契約方式以外はなかった。日本の大建設会社でさえ，つい5～6年
前までは欧米の契約方式についての認識が少なかった。現在でも多くの中小
企業は総額契約以外の知識がなく，国際事業で不便や損失さえ被っている事
が少なくない。契約の種類をよく理解し，自由に駆使して有利な契約をする
様にしなければならない。さて建設工事契約締結以前に，フィージビリテイ
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スタディや用地の選定が予備段階として必要であるがこれも契約によって行
われる。これはコンサルティング業務に属するがコンサルティングは最近日
本でも多く利用される様になった。
●用地の選定
　添付資料（1）は用地選定（facility　location）の契約書である。用地選定は
材料調達，製品分配，輸送，州の税制上の特典，労賃，土地価格，水，電気
環境法等すべての要素に基づいてコンピューターにより決定される。用地の
選定は2～3ヶ月を要し，2～3万ドルを必要とする。場所が決定されると，
オプション（選択売買権，土地に対する優先購入権）を申請確保する。これ
は普通，3ヶ月有効で，取消しても登録料の2～3ドルを失うだけである。
又日本企業がオプションを取ったとなると土地価格が急騰するので普通コン
サルタントの名前でオプションをとる。
　●建設予算
　先づ予備設計（preliminary　design）をして，±25％程度の精度で予算を
コンピューターで算出する。普通日本では予算は建設会社の見積に含まれ，
無料で行う習慣になっているが，欧米ではコンサルティングサービスの一部
として考えられ大体2～4万ドル位は支払わねばならない。この予算に基づ
いてプロジェクトが承認されてはじめて着工開始となる。
　●工事契約の分類
　添付資料（5）にある会社の標準契約書一覧表である。リストされている契約
書の書式はすべて法的に公認されているのですべて有効である。
さて建設工事の種類を大別すると次の三項目に分類される。
1）　業者選定方式による分別
　2）工事の請負の範囲による分類
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3）　工事費用と請負業者の利潤による分類
1）は入札方式　競争入札（competetive　bidding〉と指名入札（nominated
bidding）がある。指名入札は予め発注者が業者の資格審査をして合格した業
者のみが入札に参加する方式である。
　指名協議方式（direct　selection　and　negotiating　system）は随意契約と
も呼ばれ資格ありと見られる業者を直接選んで交渉によって契約する方式で
次章で述べる実費精算方式（cost　reimbursed　contract）となる場合が多い。
　2）工事請負範囲による分類
　建設工事は，前述の如く用地選定，予備設計，詳細設計，建設の段階を経て
進渉して行く。これらの中，どの範囲の仕事を請負うかによって分類される。
上記各項目の仕事を，1つずつ段階的に契約して行く方式をstep　contract
という。資金や製品市況の関係で建設計画が中止される場合等便利な方式で
ある。
　ターンキー方式　Eng圭neering会社をコンサルタントとして建設工事は別
に専門の会社に依頼するのが普通の工場建設の方法である。欧米のコンサル
タントは，コンサルタントサービスと，コンサルタントの対象である事業と
は確然と区別し，1つの会社が両方を兼ね行う事はない。例えば，宅地選定
のコンサルタントが土地売買業も兼ねると，利割が関係するので顧客に対す
る公正なコンサルティングが出来ないと考える。然し建設工事に於ては
Engineering会社と建設会社を分離すると，仕事の範囲や責任問題でトラブ
ルが多いし又納期も遅れる。そのために最近では最初の土地選定からキーを
回して操業を開始するまで全部を請負う，ターンキー方式が多く採用される
様になった。
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　3）工事費と業者の報酬による分類
　建設工事は，工事費と請負業者の報酬決定方式に基づいて分類した種類が
最も多く，又重要である。種類を列挙すると次の如くである。
a　総額契約（lump　sum　c・ntvaca）
b　単価契約（unit　price）
・実費プラス報酬騨1慧llll
d　実費プラス変動額報酬
e　工事費上限保証契約
f　工事費上限見積り契約
g　総括請負契約
　各契約の意義，その得失，使用に適する，又は不適なケースを次にのべる。
　a　総額契約（lump　sum　contract）
　定義：建設費と報酬の総額で請負う契約
　適する場合：すべての仕様書，設計図面，配置数量が細部にわたって明確
な場合
　適用例：標準的プラント，前に経験した事のある工事，ビルディング等
　　　利点：業者は建設費を出来るだけ節約して報酬の部分を増加する様努
力するので建設工事の効率は最もよい。仕様がはっきりしているので品質は
保証される。
　　　欠点：設計と建設が分離するため不便で責任も分離しトラブルが多い
　b　単価契約（uniprice　contract）
　意義：工事の単価をきめ数量はきめない契約
　適する場合：設計上の品質は明確であるが数量が不明確な場合，又他の総
額や実費プラス契約と組み合わせて使う場合もある。
　適用例：配管，高速道路，コンクリート基礎等
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　利点：単価がはっきりしているので数量が明確であれば，最も正確
　　欠点：一般管理費の割りふりが難かしい。
　コメント，一般管理費は推定される最小数量に基づいて割り当てられるの
で単価の中で一般管理費の占める割合が最高となる。施主側で損をするので，
段階的に数量を区切って単価を変更する方式がとられる。例えばペンキ塗の
場合　　　数量　　　　単価
　　　　0～10㎡　　　　　a円
　　　　10㎡～50㎡　　　b円　の如くである。
　c　実費プラス報酬
　　●実費プラス定率報酬方式（cost　plus　fee）
　定義：建設の実費を施主が負担し，その他に総建設費のx％という報酬を
業者に保証する。
　適する場合：設計仕様が不明確な場合，複雑な変更が予想される場合，詳
細な設計計画を待たず早急な建設を必要とする場合，納期が遅延する見込み
の工事。
　適用例：拡張工事，既設備の改造工事等
　　利点＝建設の費用が全部公開される為，施主は工事の全段階で工事の
詳細を把握出来る。設計変更は簡単である。
　　不利な点＝利潤が建設費に比例するので建設費が故意に増大させられ
る。
　　●実費プラス定額報酬契約
　定義：建設実費を施主が負担し，業者は定額の報酬を得る方式
　適する場合：実費プラス定率報酬の場合と同じ。
　適用例：前と同じ
　　利点：報酬が定額である為，業者は早期完成につとめる。
　　欠点＝報酬が定額なので設計変更が難しい。
　d　実費プラス変動報酬方式
　定義：費用プラス定額報酬契約の場合設計変更が難しいので，定額でなく
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報酬を変動せしめる契約である。変動する方式は発注者により，又工事内容
により異なり，入札の条件として定められている。
　e　工事上限保証契約（guranteed　maximm　price　contract）
　定義：建設費の上限をきめるたけでなく，それ以下に費用節滅が出来た時
は業者は追加報酬を受け，上限を超えた場合は業者は超過額をペナルティと
して分担する。その利得の配分率は50％一50％，75％一25％等と予め規定さ
れている。
　適する場合：施主の建設費，予算が決められている場合，設計や図面があ
る程度整備されている場合
　適用例：政府や役所が施主の場合
　　　利点：施主の予算通りの建設費で押えられ業者の予算節減努力も報い
られる。
　　　欠点：実費が予算を超過しない様予め高い予算が，組まれる恐れがあ
る。
　f　目標見積契約（Target　estimate　contract）
　定義：予め目標見積りを設定し，基本報酬をきめて置く，実費が目標内に
収ったら差額のx％の報酬が追加され，目標超過の場合はペナルティを基本
報酬の何パーセントまでを限度として支払うという方式。これは総額契約と
実費プラス報酬契約の長所を組み合わせたものである。既述の各項目を参照
されたい。
　g　総括請負契約
　これは2項でふれたターンキー方式の事で，施主は希望するプラントの性
能を示せばあとはすべて請負業者が実現してくれるので，次の様な場合に適
用される。
　（1）施主には欲するプラントの様相が分らない場合
　（2）施主がもっとよい案を求める場合
　（3）適切なコンサルタントが見つからない場合
　（4）設置する機器類が業者により異なる場合
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　（5）請負業者のもつ特殊な工法技術や特許を出来る限りとり入れたいが予
　　め請負業者をきめられない場合
　（6）施主と業者に仕事を通じて信頼関係がある場合
等である。
　資料（2）の第7項目がコストに関するものであり，この項目が各種契約方式
によって異なる。又資料（6）は各種契約書のコストの部分のみを抜粋し，表に
したものである。上記の各種契約方式と，報酬の条項を対照されたい。
7．建設工事契約書に於けるコストについて
　建設費の項で費用（コスト）という言葉が頻繁に疑う事なく使用されたが実
はこれが曲者で欧米では各社によって直接費と間接費の分類（これをcheck
listという）が異なり，又頻繁に変更される。そしてこの直接費と関接費が
“費用”に大きな影響を及ぼすのである。
　通常，コストは直接費，間接費及び報酬の合計として計算される。そして
例えばA社の会計方式は，基準外賃金，会計の費用，法律関係の費用を直接
費の30％として直接費と区分する方式で，B社はこれら費目を直接費から除
外しているとする。A社は間接費及び報酬の合計を直接費の100％とし，B
社はそれを直接費の115％としてコストを計算したとしよう。両社の直接費
を同一とすれば，両社のコスト見積額は次の様になる。
　　　　　　　　　　　　　A社　　　　B社
直接費　　　　　　　　　　　　　1．0　　　　　1．O
基準外賃金，会計法律費用　　　　0．3
基本直接費　　　　　　　　　　　1．3　　　　　1．0
間接費及び報酬　　　　（100％）1．3　（115％）1．15
コスト見積額 2．6 2．15
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　つまりA社は基準外賃金その他を基本直接費に入れたので，間接費プラス
報酬の合計が100％とB社の115％より少なくても，コスト見積額はB社より
大きくなったのである。要は基本直接費が問題なのである。もう一つの例は
X社はY社より基本直接費が25％多ければ，基本直接費に対する間接費プラ
ス報酬が同じ100％としても，両社の見積りコストは次の如く異なってくる。
??? 1．25十1．25×1　－2．50
1．0　×1　×1　　－2．0
　さて，直接費と間接費が各社の合計方式により異なり，そのため見積費用
に差がつく事は以上の2つの例によって理解出来た事と思う。そして会計方
式によって直接費又は間接費と区分される。不安定な費目は，購買費，検査
費，事務員及び速記費，部長の給料，基準外賃金，技術情報費，会計，法律
及びオフィスサービス等の費用である。海外建設工事に対する見積書提出の
際，又受け取った見積書を検討する際最も留意すべき点である。
　因みに資料（2）の第8項の費用に関する説明が，何故この様に詳細に記述さ
れているか，その理由が理解されたことと思う。
8．契約とエンジニヤ
　よく契約書その他の署名のあとに“P．Engl’という略号が書いてあるが，
これは“Professional　Engineer”の意味である。大学の工学部には，法律
の課目があり，専門的なものでないが，実務的な教育を受ける。又社会に出
てエンジニヤの資格を得ると，法律家と協力して，契約書や公式文書を作成
する場合が多い。それで次に外国のエンジニヤ制度について紹介する。日本
の封建時代の階級制度では士農工商で工は農より下位であった。英国の封建
時代にはエンジニヤの社会的地位は高く，労働階級の子女は，エンジニヤに
なれなかったという。現在でも，医者や法律家と同様，エンジニヤはプロフ
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エッショナルとして社会的に尊敬されている。例えばカナダでは，パスポー
トを申請する際は，市会議員，牧師，警官，又はプロフェッショナルの署名
を必要とする。欧米には，どこの州や県にもエンジニヤに関する法律や規則
があり，又法人であるエンジニヤ協会というのがある。資料（7）がカナダ，オ
ンタリオ州の法律及び規則の第1項である。この法律によれば，エンジニヤ
とは“公共施設，産業設備等についての助言，報告，設計又は建設工事の監
督”等をする人であると定義されている。そして協会に登録されていない者
がエンジニヤの称号を使用するのは，法律違反である。エンジニヤ協会の目
的は
　a）法律と規則に従ってプロフェッショナル・エンジニヤリングの業務執
行を規制し，その職業を統制し
　b）協会員の知的水準や技能を維持確立し
　c〉協会員の職業的倫理を確立し維持すること。
として，又これにより公共の利益のために尽力しなければならないとしてい
る。協会に登録する資格としては，①年令が21歳以上であること。②6年以
上のエンジニヤ関連業務に従事したこと。③エンジニヤの試験に合格するこ
と。④良い性格であること。と規定されている。そして最低3人のエンジニ
ヤにより，エンジニヤの経験と，良い性格であるという証言を得る事が必要
とされる。エンジニヤは協会から印（シール）が与えられ，この捺印によっ
て，図面や書類が権威づけられ有効となる。以上が法令の要点であるが，規
則は法令の細則を記述し，例えばコンサルタントの仕事をするには，エンジ
ニヤの資格を得て更に5年以上の経験を必要とする事等を規定している。規
則で注目すべき点は，倫理綱領で，公共，会社，同僚のエンジニヤ及び自分
自身に対する責任について詳しく規定している。ともすれば，知識偏重とな
りがちなエンジニヤに，倫理綱領を示しているのは意義深い事と思われる。
又法律と規則を通じて公共の利益（Public　Interest）を重んじているのは，
欧米の根本思の現れと考えられる。
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